
H20 3,547万 8千円

H23 4,815万円

H24 １億6,338万円

H25 １億6,995万円

H26 ２億1,666万円

H22 4,164万円 （赤字額）

（基金積立額）

H21 1,446
万円

累　積　額

歳　入
19億
9471万円

国民健康保険税　　
445,451千円
22.33%

国民健康保険税　　
445,451千円
22.33%

国民健康保険税　　
445,451千円
22.33%

国庫支出金
572,775千円
28.71%

国庫支出金
572,775千円
28.71%

国庫支出金
572,775千円
28.71%

療養給付費
交付金

72,243千円
3.62%

療養給付費
交付金

72,243千円
3.62%

療養給付費
交付金

72,243千円
3.62%

前期高齢者
交付金

349,644千円
17.53%

前期高齢者
交付金

349,644千円
17.53%

前期高齢者
交付金

349,644千円
17.53%

県支出金
116,311千円
5.83%

県支出金
116,311千円
5.83%

県支出金
116,311千円
5.83%

共同事業
交付金

230,126千円
11.54%

共同事業
交付金

230,126千円
11.54%

共同事業
交付金

230,126千円
11.54%

繰入金
201,766千円
10.12%

繰入金
201,766千円
10.12%

繰入金
201,766千円
10.12%

諸収入
6,394千円
0.32%

諸収入
6,394千円
0.32%

諸収入
6,394千円
0.32% 総務費 28,884千円　1.53%総務費 28,884千円　1.53%総務費 28,884千円　1.53%

歳　出
18億

9,281万4千円

保険給付費
1,201,844千円
63.49%

保険給付費
1,201,844千円
63.49%

保険給付費
1,201,844千円
63.49%

後期高齢者支援金
249,877千円
13.02%

後期高齢者支援金
249,877千円
13.02%

後期高齢者支援金
249,877千円
13.02%

前期高齢者
納付金
191千円
0.01%

前期高齢者
納付金
191千円
0.01%

前期高齢者
納付金
191千円
0.01%

介護納付金
118,414千円
6.26%

介護納付金
118,414千円
6.26%

介護納付金
118,414千円
6.26%

共同事業拠出金
244,532千円
12.92%

共同事業拠出金
244,532千円
12.92%

共同事業拠出金
244,532千円
12.92%

保健事業費
22,231千円　1.17%

保健事業費
22,231千円　1.17%

保健事業費
22,231千円　1.17%

諸支出金 26,843千円　1.42%諸支出金 26,843千円　1.42%諸支出金 26,843千円　1.42%

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、

平
成
19
年
度
に
約
１
億
３
千
万

円
の
累
積
赤
字
と
な
っ
た
こ
と

か
ら
、
平
成
20
年
度
に
保
険
税

の
引
き
上
げ
を
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
し
た
。

加
入
者
の
皆
さ
ま
に
大
き
な

負
担
を
お
か
け
し
て
お
り
ま
す

が
、
そ
の
結
果
平
成
20
年
度
よ

り
着
実
に
赤
字
解
消
が
進
み
、

平
成
22
年
度
で
赤
字
が
解
消
で

き
、
平
成
26
年
度
で
も
基
金
を

積
み
立
て
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。 　

　
　
　

〜
国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
み
な
さ
ま
へ
〜

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
決
算
状
況
の
お
知
ら
せ

住
民
環
境
課　

国
保
年
金
係　

☎
６
４
・
１
１
０
２

平成
26年度

し
か
し
、
医
療
費
の
増
加
や

国
民
健
康
保
険
税
の
減
少
等
、

再
度
赤
字
に
な
る
こ
と
も
想
定

さ
れ
ま
す
。
40
歳
に
な
っ
た
ら

年
１
回
の
特
定
健
診
を
受
診
し

て
い
た
だ
き
、
病
気
の
予
防
、

早
期
発
見
に
お
役
立
て
く
だ
さ

い
。ま

た
、
健
康
づ
く
り
事
業
と

し
て
、
エ
ア
ロ
ビ
ク
ス
教
室
や
ソ

フ
ト
ヨ
ー
ガ
教
室
も
行
っ
て
い

ま
す
の
で
、
積
極
的
に
ご
参
加

く
だ
さ
い
。

次年度で医療費
の精算分を基金よ
り取り崩していま
すので、平成28
年１月末現在の基
金積立額は約１億
1173万円となっ
ています。

88平成28年3月



国 庫 支 出 金 国保事業の健全な運営と円滑な推進のため、国が行う各種の負担金・補助金です。

療 養 給 付 費 交 付 金 退職被保険者の医療給付に要する費用に充てるための交付金です。その財源は被用者保
険等から拠出されます。

前 期 高 齢 者 交 付 金 65歳から 74歳までの方の加入率が全国平均を上回る市町村国保に交付される交付金
です。

県 支 出 金 県が行う各種の負担金・補助金です。

共 同 事 業 交 付 金
医療費の発生が国保財政に与える影響を緩和するためと、市町村国保間の平準化を図る
ために、市町村国保が一定の割合で拠出金を出し合い、国・県の財政支援を受け交付さ
れる交付金です。

繰 入 金 一般会計からの繰入金です。

●歳入

総 務 費 各種事務費等国保事業を運営するために必要な一般的経費です。

保 険 給 付 費 療養給付費・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬祭費など、医療機関または国保
加入者に支払うための費用です。

後 期 高 齢 者 支 援 金 後期高齢者医療制度のもとで、国保が後期高齢者の医療費の支払いのために負担する支
援金です。

前 期 高 齢 者 納 付 金 歳入の前期高齢者交付金のもとで、保険者から納付される概算前期高齢者納付金を財源
にして、交付対象保険者に均等に交付されている納付金です。

介 護 納 付 金 介護保険制度のもとで、国保が介護給付費の支払いのために負担する納付金です。
共 同 事 業 拠 出 金 歳入の共同事業交付金に充てるために、市町村国保が拠出するための費用です。

●歳出

●積立基金　療養給付費等の支出が多くなって、不足が生じたときに財源とするための積立金です。

用　語　の　説　明

国
民
年
金
は
前
納
で
お
ト
ク

国
民
年
金
保
険
料
の
金
額
は
、
毎
年
見

直
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成

28
年
４
月
か
ら
の
保
険
料
額
は
、「
１
６
，

２
６
０
円
」
と
な
り
ま
す
。
国
民
年
金
に
は

前
納
割
引
制
度
が
あ
り
ま
す
。

【
平
成
28
年
度
に
お
け
る
前
納
額
】

６
ヶ
月
前
納

（
平
成
28
年
4
月
〜
平
成
28
年
9
月
分
、

平
成
28
年
10
月
〜
平
成
29
年
３
月
分
）

・
口
座
振
替
の
場
合
：
９
６
，４
５
０
円

（
毎
月
納
め
る
よ
り　

１
，１
１
０
円
の
割
引
）

・
現
金
納
付
の
場
合
：
９
６
，７
７
０
円

（
毎
月
納
め
る
よ
り　

７
９
０
円
の
割
引
）

１
年
前
納

（
平
成
28
年
4
月
〜
平
成
29
年
3
月
分
）

・
口
座
振
替
の
場
合
：
１
９
１
，０
３
０
円

（
毎
月
納
め
る
よ
り　

４
，０
９
０
円
の
割
引
）

・
現
金
納
付
の
場
合
：
１
９
１
，０
３
０
円

（
毎
月
納
め
る
よ
り　

３
，４
６
０
円
の
割
引
）

平成２８年度の国民健康保険の保険証を郵送します
住民環境課　国保年金係　☎６４－１１０２

湯浅町の国民健康保険の被保険者証は、毎年 4月 1日に

更新します。

新しい保険証は 3月中旬に簡易書留郵便で発送いたしま

すので、記載内容に誤りがないか必ずご確認ください。

配達時にご不在の場合は、配達されずに郵便局で一時保

管される事となり、不在票が投函されます。不在票につい

ては湯浅郵便局にお問い合わせください。

国
民
年
金
に
つ
い
て

〜
平
成
28
年
度
の
保
険
料
額
は
「
１
６
，
２
６
０
円
」
に
〜

和
歌
山
西
年
金
事
務
所 

国
民
年
金
課

☎
０
７
３
・
４
４
７
・
１
６
８
８
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